
事 務 連 絡  
令和２年７月９日  

 
各都道府県私立専修学校所管課 御中 

 
 

文部科学省総合教育政策局生涯学習推進課  
 
 

令和２年度「専門学校生への効果的な経済的支援の在り方に関する 

実証研究事業」の公募期間の延長について 
 
 
平素より専修学校教育の振興に御協力いただきありがとうございます。 
令和２年度の「専門学校生への効果的な経済的支援の在り方に関する実証研究事業」に

ついては、令和２年４月１３日より公募を行っているところであり、既に事業計画書を提

出いただいた都道府県については、随時契約締結しているところです。 
令和２年度補正予算（２号）においては、新型コロナウイルス感染症の拡大・長期化の

影響による家計急変による学業継続の困難、学校経営に与える影響を緊急に把握するため、

専門学校が独自に実施する授業料の減免措置に上乗せして経済的支援を行い、施策効果等

に関するデータを収集し、分析・検証を行い、その効果等について普及することにより専

門学校の取組のさらなる充実を図ることを目的として、当該事業予算約２．６億円が計上

されています。 
ついては、当該事業の委託要項等を一部改正するとともに、令和２年度の当該事業の公

募期間を延長しますので、各都道府県におかれては、事業の実施を希望される場合は、委

託要項等を必読の上、公募期間内に事業計画書等必要書類を御提出いただきますようお願

いいたします。 
なお、本事業を実施する上で各学校独自の授業料減免制度の状況について早急に把握す

る必要があるため、各都道府県におかれては、別添の「授業料等減免実施状況調査」の様

式を各専門学校及び高等専修学校に周知いただくとともに、回答を取りまとめの上、７月

３１日（金）までに下記担当宛て御回答いただきますようお願いいたします。 
 

 
       

  

（本件担当）             
文部科学省総合教育政策局      
生涯学習推進課専修学校教育振興室（足立、桑代）

Mail：syosensy@mext.go.jp        
TEL：03-6734-3280、3958 


